
第冶 章`　日本のドメイン登録数

JＰドメインの拡大状況

･･JPNIC の資料からドメインの伸びを見る１

インターネット利用の拡大とJPNIC の 役割

ドメイン名、IP アドレスなどのインターネットアドレス資源

の登録竹理 袤務および情報提供袰務を行っている|| 本で川- の

機関であるJPNIC （礼μ|法 人川本ネットワークインフォメーシ

ョンセンター:202 ペー ジ参照）は、1997 年3J」に組織体制を礼

川法人して、連営 基盤を強化した

JPN1C は、 発足｀11初か ら会i論11組織 形態をとっており、現在

の会li数は220 会tiで ある（1998 年3 月１川現在） 昨年の同時期

と比較した数では･12会貝の純増である　昨年度（96 年3月から

97年4 月）は、66 会Ｈの純増であったため、伸び吽は落ち着い

ているとｊえる

JＰドメインの登録件数の拡大状況

JPNIC が ひ録竹理を行っているアドレス資源の|つ に凵本の

ドメイン名がある、ドメイン名は、インターネットll の組織を

表す文字列として非常にポピュラーな名前である（多くのlklで

は（組織名.組織の属性.国二という形式をとっている）

JPNIC では、その前身のJNIC 時代 から、び録を行ったドメイ

ン名の登録件数を記録してきており（資料1-6-1) 、この情 悵自

体は、JPNIC のtlり報提供サービスの 一部として、 一般にも公開

されている、

資料1-6-1 に よると、JP ド メイン名のひ録数は3 月ｌ凵現在、

36,884件である　 昨年の同月|時点と比恢して、18.969 件の増加

である（1997 年3 月Ill時 点のドメイン数は、17.915件である）

この12 かjj問 に2倍以ll の 伸びを示していることがわかる　 た

だし、毎月の新規登録ドメイン名の件数を調べてみると、その

増加が安定的な増 加傾向へ と向かっ ていることがわかる

JPNIC のデ ータから見るかぎりこの傾向は今後も続くII」’能性が

高い

また、JPNIC が捉 供するJP ド メイン名関連統計データには毎

J』、地域ごとにJP ド メイン名の分布状況を示すデータも捉供し

ている（資料1-6-2卜　このデータを見るかぎり、ひ録ドメイン

名の増加’十ではすべての地域が200 ％前 後ということで、人き

な較Ｚは見られず平均的に拡人傾向にあることがわかる

資料1-6-1　JP ド メ インの登録数の推移
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資料1-6-2　地域別JP ドメインの登録数（前年対比）
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JＰドメイン名の拡大状況と日本のインターネット業界

これらの情報を11卩､でに評価した場介、次のようなインターネ

ットサービス業界の姿を導き出すことがで きる.

1996 年|月１凵時点からのデータ対比を行ってみると、会Ｈ組

織｀liた りのひ録ドメイン数は継続的に増加している 〔資料1-6-

3〕 最新の統計では、平均 規模は1996 年初と比較して3倍 強に

至っている　 その1つの方法としては、ネットワーク規模を拡

人して、iil一位 コストを削減することが 一般的である　 資料1-6-

3を 見るかぎり、現在の国内インターネットサービス･Jf叉の状

況は次のように考えることができる

インターネットサービ スプロバイダー数の急激な拡人J,屈liは

終わっているが、インターネットサービ スII｣‘場 は拡人しており、

インターネットサービスプロバイダーはその規模を拡人してい

る　つ まり、通信IJr袤の投資効率の面から 考えれば、それぞれ

のネットワーク利Jlj効率は向llし ていると考えられるI

(谷村拓也・JPNIC)

資料1-6-3　会員当たりのネットワーク規模
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IIXI 資料1-6-1～3　JPNlC 資料を元に作成
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